
　

令和７事業年度

国立研究開発法人

防災科学技術研究所

国立研究開発法人　防災科学技術研究所

自　令和７年４月　１日

至　令和８年３月３１日

決 算 報 告 書



    （単位 ： 百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収入

   運営費交付金 2,516 2,516 ― 4,091 4,091 ― 3,478 3,478 ― 777 777 ― 10,862 10,862 ―

   寄附金収入 ― 36 △ 36 （注1） ― ― ― ― 0 △0 ― 0 △0 ― 37 △ 37 （注1）

   施設整備費補助金 ― ― ― 3,112 3,168 △ 56 2,697 ― 2,697 （注2） 721 ― 721 （注2） 6,530 3,168 3,362 （注2）

   自己収入 ― 117 △ 117 （注3） 403 297 105 （注4） ― 34 △ 34 （注3） ― 683 △ 683 （注3） 403 1,132 △ 729 （注3）

   受託事業収入等 662 956 △ 294 （注5） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 662 956 △ 294 （注5）

   補助金収入 519 464 55 （注2） 5,549 5,044 505 ― ― ― ― ― ― 6,068 5,508 559

計 3,697 4,089 △ 392 13,154 12,600 554 6,175 3,513 2,662 1,498 1,461 37 24,524 21,662 2,862

支出

   一般管理費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 598 606 △ 8 598 606 △ 8

   （公租公課、特殊経費を除いた一般管理費） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 593 602 △ 9 593 602 △ 9

       うち、人件費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 285 291 △ 6 285 291 △ 6

   （特殊経費を除いた人件費） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 281 288 △ 7 281 288 △ 7

              物件費 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 312 314 △ 2 312 314 △ 2

              公租公課 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1 1 △0 1 1 △0

   業務経費 2,516 3,089 △ 574 （注6） 4,493 4,312 181 3,478 3,222 256 180 313 △ 134 （注6） 10,667 10,937 △ 270

   （特殊経費を除いた業務経費） 2,510 3,085 △ 576 4,491 4,311 180 3,475 3,220 255 179 313 △ 134 10,655 10,930 △ 275

       うち、人件費 554 548 6 239 230 9 278 308 △ 30 （注6） 22 14 7 （注7） 1,093 1,100 △ 7

   （特殊経費を除いた人件費） 548 544 4 236 228 8 275 306 △ 31 21 14 7 1,081 1,093 △ 12

              物件費 1,962 2,541 △ 580 （注6） 4,254 4,082 172 3,200 2,914 286 158 299 △ 141 （注6） 9,574 9,837 △ 263

   受託研究費 662 723 △ 61 （注5） ― 80 △ 80 （注5） ― 13 △ 13 （注5） ― 94 △ 94 （注5） 662 910 △ 248 （注5）

   寄附金 ― 44 △ 44 （注1） ― 0 △0 ― 0 △0 ― ― ― ― 45 △ 45 （注1）

   補助金事業 519 458 61 （注2） 5,549 5,038 511 ― ― ― ― ― ― 6,068 5,495 572

   施設整備費 ― ― ― 3,112 3,082 30 2,697 ― 2,697 （注2） 721 ― 721 （注2） 6,530 3,082 3,448 （注2）

計 3,697 4,314 △ 617 13,154 12,513 641 6,175 3,235 2,940 1,498 1,013 485 24,524 21,075 3,449 　

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあります。

(注1)差額の主因は、寄附金収入の増加です。

(注2)差額の主因は、補助事業の前年度からの繰越かつ次年度への繰越によるものです。

(注3)差額の主因は、自己収入の増加です。

(注4)差額の主因は、受託収入の減少です。

(注5)差額の主因は、受託収入の増加です。

(注6)差額の主因は、支出が予定よりも増加したことによります。

(注7)差額の主因は、支出が予定よりも減少したことによります。 　
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研究開発の推進 中核的機関の形成 法人共通 合計運用・利活用の促進


	空白ページ
	空白ページ

